
地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅲ類

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,359 kL／年

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

事 業 者 名 テイ・エス テック株式会社

所 在 地 埼玉県朝霞市栄町3丁目7番27号

事 業 者 番 号 2049

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

31 輸送用機械器具製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

31

事業活動の
概 要

事 業 内 容
事業内容：四輪車用シート、四輪車用内装品、二輪車用シー
ト、二輪車用樹脂部分品等の製造販売

区 分 企業

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

前
年
度

資 本 金 4,700 百万円

従 業 員 数 1,786 人



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

000000 0 0

000000 0 0

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 204900 テイ・エス テック株式会社　本社 179

000000 0 0

000000 0 0
Ｂ、Ｃ事業所

Ｃ 204901 テイ・エス テック株式会社 埼玉工場 1,180

000000 0 0

000000 0 0

000000 0 0

000000 0 0

合　　計 1,359

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス https://www.tstech.co.jp/

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 コーポレート・コミュニケーション部サステナビリティ課 048-462-3012 048-465-0403(FAX)

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

2

3



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 2,352 841

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 2,352 841 0 0 0

そ の 他 ガ ス 0 0

代表取締役社長

地球温暖化対策推進者
コーポレート・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部 部長

本社 埼玉工場 部品事業部

テイ・エス テックグループ 環境基本方針

方針

テイ・エステックグループは、企業理念の一つである「喜ばれる企業」実現のため、

自動車内装品製造を中心とする企業活動のあらゆる面で、地球環境保護に

配慮した環境負荷低減に努め、持続可能な社会づくりに貢献します。
環境行動指針

〔法的およびその他要求事項の遵守〕

環境関連法令・環境基準等の遵守並びに適切な化学物質管理等により、環境汚染の未然防止、生物多様性・生態系の保護に努める。

〔環境負荷の低減〕

製品の開発から調達・生産・物流・販売・廃棄・再利用の過程におけるライフサイクルアセスメントに基づき、

サプライチェーン全体で協調して省エネルギー・省資源化に努めることで、気候変動影響の緩和、持続可能な資源循環型社会を目指す。

〔環境マネジメントの継続的改善〕

環境・エネルギーマネジメントシステムに基づく環境目標を設定し、定期的な見直しを行うことで、

環境・エネルギーパフォーマンスの継続的改善に努める。

そのために必要な情報・経営資源を用意し、エネルギー効率を向上させる製品・設備の活用にも努める。


